
市内小学校の水道蛇口

パソコンとスマートフォン食料配布支援

いこいの森公園スケート広場
（撮影：西東京の公園・西武パートナーズ）

問　感染急拡大を踏まえ、必要な病
床・宿泊施設等の確保や自宅療養者
の経過観察、生活支援などを都に求
めるとともに、保健所等と連携した
相談・支援の実施を求める緊急要望
を２度提出した。取組は。
答　市長会を通じて、都に陽性疑い
者や自宅療養者等の相談・支援体制
強化などを要望した。市でも、自宅
療養者等への食料等の配布、パルス
オキシメーターの貸出を行う。
意見　コロナ禍でひきこもり・ニー
ト対策事業が休止となっている。公
共施設の活用などで課題解消すべき。
問　頻発する災害に備え、昨年は中
止した総合防災訓練を、感染症対策
などに工夫しながら実施すべき。
答　感染拡大防止に配慮し、災害に
備える実質的訓練として、職員の参
集や避難所開設の訓練を実施する。

問　ゼロカーボンシティ宣言へ、全
庁的な検討を行い、子どもも含めて
より広く意見を聴取すべき。エコプ
ラザ西東京は、利用料値上げの前に
まず利用者の拡大を図るべき。
答　庁内横断的な組織を立ち上げ、
取組や目標数値を検討し、子どもの
意見も聴きながら、ガイドラインを
まとめる。エコプラザ利用料の改定
は見送る。

問　妊娠中の方、その配偶者、パー
トナー等の新型コロナワクチン優先
接種体制を構築すべき。検討状況は。
答　早期の実施を目指し、集団接種
会場での体制整備を基軸に検討。
問　ＳＮＳを活用したプッシュ型の
行政情報発信を求めてきた。現状は。
答　令和３年12月からＬＩＮＥを活
用し、行政情報の発信を行う。
問　行政のデジタル化とともに、デ
ジタルデバイド対策が重要。見解は。
答　東京都高齢者スマートフォン利
用普及啓発事業の実施を検討。
問　認知症ひとり歩き対策支援とし
て認知症高齢者等個人賠償責任保険
事業の導入を。検討状況は。
答　既存の見守り体制やサービスの
整理、効果検証の中で検討する。
問　未来を担う若者の視点、発想を
まちづくりに反映する取組を。

答　次期総合計画策定では、若者の
声を生かした計画づくりを進める。
問　千葉県八街市で児童の貴い命が
失われる痛ましい事故が発生したこ
とを受け、市議会公明党は「登下校
時の交通安全対策を求める要望書」
を提出。教育委員会の対応は。
答　早期に全通学路の点検を行い、
対策を順次実施している。11月をめ
どに市ＨＰで報告予定。

問　市長と副市長の役割分担が重要
と考えるが、見解を伺う。
答　市長は市政の責任者。副市長は、
より現場に近い形で、組織力・行政
サービスの向上につなげていく。
意見　市長にも職員にも厳しい意見
を言い、嫌われ役になるのが副市長
の役割。その覚悟が伝わった。
市職員のコロナ対策の徹底を！
問　職員のワクチン接種状況と、都
の職域接種での西東京市の割当は。
答　８月27日現在、職員の感染者数
は39人。ワクチン接種済みは40％
を超えた。都の職域接種割当は１日
8人。計120人。
避難指示を躊躇なく発する訓練を！
問　警戒レベル４は避難指示に一本
化された。さきの熱海市の土砂災害
の教訓を生かすため、市議会公明党
は緊急要望書を提出した。躊躇なく

避難指示発令の訓練を行うべき。
答　風水害訓練でシミュレーション
を行い、遅滞なく対応したい。
下水道料金値上げせずに大幅改善！
問　この10年間で下水道事業の収支
が大幅に改善された。要因は。
答　企業債の償還が進んだこと、工
事による臨時的な増収があった。
意見　今回改訂された下水道プラン
では、今後30年間は値上げせずにや
れるとも読み取れる。期待する。

問　「地域女性活躍推進交付金」は
コロナ禍により、望まない孤立・孤
独で不安を抱える女性、解雇等に直
面する女性、困難を抱える女性への
支援や、ポストコロナを見据えたデ
ジタル人材の育成、テレワークに関
するセミナー等の財源に充てること
ができる。国が準備する多様な支援
を市は活用しないのか。
答　感染拡大の影響が長期間に及び、
女性に対する支援が複雑多様化した
ことにより、庁内関係部署の横断的
な対応が必要である。今後、こうし
た国や都の交付金等の活用や、庁内
関係部署との連携について検討する。
問　地域住民が共同所有する土地等
の寄附の申し入れを、市が受け入れ
る仕組みがない。検討状況を問う。
答　公有財産管理委員会で検討し、
活用が見込めれば、必要な調査を行

った上で、共有者の同意があるか、
抵当権など他の権利がないか、財産
の取得に課題がないか等を確認し、
受領の可否を判断したい。
意見　前例や仕組みがないことに対
し厳しい状況にある方に何ができる
のかを考え、対応していただきたい。

その他の質問
◇非正規雇用労働者・女性・ひとり
親家庭への支援について

問　９月１日デジタル庁が発足した。
国が示す統一的基幹システムの導入
に向けて、デジタル化を加速してい
かなければならない。市の考えは。
答　全庁的にデジタル化を進めるた
め、幹部研修を行い、デジタル化検
討部会を立ち上げた。子育てなど31
業務を優先的にデジタル化し、17の
基幹業務統一化に取り組んでいく。
問　東京2020オリンピック、特に新
競技のスケートボードは男女とも若
い日本人が金メダルを獲得し、大き
な感動を生んだ。今後の若者スポー
ツ振興の取組は。
答　本市は、いこいの森公園にスケ
ート広場がある。今後も若者や関係
団体の意見を聞きながら、団体支援
や活動場所確保などの支援を行って
いく。
問　子どもの視力低下が全国的に進

んでいる。タブレット端末を使った
オンライン授業など利便性は高まる
が、使い過ぎを防止するなど、近視
予防の取組が重要だ。市の考えは。
答　学校のＩＣＴ化が子どもの視力
低下を招かないよう、文部科学省が
今後示す方針を踏まえ、タブレット
端末を使う際の正しい姿勢や画面の
角度などを指導していく。

問　コロナ禍でごみ量が増加、清掃
業者への支援に創生臨時交付金を。
答　清掃事業者の支援を検討する。
問　学校のトイレ等の蛇口を自動水
栓化か肘で動かせるレバー式にせよ。
答　コロナ禍において重要である。
実態調査し、改善に向けて検証する。
問　新生児聴覚検査での早期発見、
早期治療が重要である。実績を伺う。
答　令和２年度は受診者数1,012人。
再検査の方への支援を丁寧に行う。
問　市民会館・ひばりが丘中学校・
保谷庁舎が解体となる。跡地利用は。
答　市民会館は公募後２月上旬選定。
ひばりが丘中は調整し、方向性決定。
保谷庁舎は、庁舎統合見直しで検討。
問　東大内の新道路が開通したが、
大渋滞や信号・横断歩道の対策は。
答　開通に伴う信号機・横断歩道等
の設置等は都及び警視庁と調整する。

問　私道舗装の有料化は反対である。
答　受益者負担有料化は求めない。
申請方法も検討し市報等で広報する。
問　要配慮者利用施設に対し、避難
確保計画の作成が義務化された。
答　避難計画・訓練の実施には重要
な計画。対象施設は185施設に及ぶ。
問　子どもたちにオリンピック等の
思い出を作ってもらいたい。
答　教育の意義を改めて認識した。

＊デジタルデバイド　コンピュータやインターネットなどの情報技術を利用し、使いこなせる人とそうでない人の間に生じる貧富や機会、社会的地位などの格差。
＊パルスオキシメーター　皮膚を通して血液中の酸素飽和度を測定する機器。
＊テ　レ　ワ　ー　ク　「ｔｅｌｅ（離れた所）」と「ｗｏｒｋ（働く）」をあわせた造語で、情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した、場所や時間にとらわれない柔軟な働き方。

コロナ禍の課題に迅速に対応しつつ、
地域、社会の課題に着実な取組を！

西東京市議会公明党　大林　光昭

誰もが恩恵を受ける
ひとりに寄り添う行政のデジタル化の推進を

西東京市議会公明党　田代　伸之

市長・副市長の役割分担を明確にし、時には
副市長は嫌われ役になって市長に意見せよ！

女性支援目的の国の交付金を、ひとり親家庭・
非正規雇用労働者のために活用しよう‼

西東京市議会公明党　佐藤　公男 西東京市議会公明党　藤田　美智子

国民に夢を与えた若者スポーツの振興を！
子どもの健康に配慮したＩＣＴ化を進めよ

全学校の水道蛇口を改修せよ！
清掃事業者に臨時交付金を！

自由民主党西東京市議団　山田　忠良 西東京市議会公明党　小幡　勝己
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